
はじめに 

中で行き来のできない区分所有の二世帯住宅で、母

親が障害者とみられる弟の保護者となって 1 階部分

（母と弟の共有名義）に同居し、それを見守るように

兄夫婦が 2 階部分（兄の単独名義）に住んでいました。

亡き父が兄に「将来弟の面倒を見るように」と言い、

二世帯住宅を建てていたからです。ところが母親が亡

くなって開始した相続に伴い、母（被相続人）の財産

だった二世帯住宅の 238.38 ㎡の敷地について、兄弟

の相続した敷地の持ち分（各 2 分の 1）に対する小規

模宅地等の評価減の特例（租税特別措置法 69 条の 4、
以下、特例という。）の適用をめぐりトラブルになりま

した（平成 28 年 9 月 29 日裁決）。 
この特例は、被相続人等が「事業の用」または「居住

の用」に供していた宅地等のうち所定の要件を満たした

宅地等について、相続税の課税対象額を最大 80％減額す

る特例です。被相続人の居住用宅地の場合は現行制度上、

その面積の 330 ㎡までに対し 80%減額できます。 
 

裁決の概要 

 問題の裁決事例は平成 25 年度改正以前の相続事案

です。裁決書によると兄弟は敷地全体に特例を適用し

て申告しました。しかし税務署は、特例の適用を一部

否認しました。 
 これに対し、兄はこれを不服として最終的に国税不

服審判所に審査請求しました。概ね次のように主張し

ました。「私が家族全体の面倒を見る立場にあり、弟は、

被相続人や兄の保護の下で心安らかな生活が維持され

ているのであり、家族として同一の生活共同体に属し

ていると考えるのが妥当である。したがって私は、被

相続人と生計をーにしていたものとみなされる。」だか

ら、敷地全体に特例が適用できるとしました。（被相続

人と生計一の場合の特例の適用については東日本銀行

コンサル NEWS №244 を参照ください。） 
 しかし国税不服審判所は、事実関係として 1 階部分

は被相続人及び弟が居住していたことから「被相続人

の居住の用に供していた宅地については、その宅地の

うち、被相続人が居住していた本件建物の 1 階部分の

敷地に相当する宅地である」と認定。また「建物に係

る電気、ガス及び水道に係る契約は、1 階部分及び 2
階部分が別々に契約され、この相続の開始前の 1 階部

分の契約者は被相続人、2 階部分の契約者は兄であり、

使用料は、契約者がそれぞれ支払っていたこと、上記

使用料以外の生活費についても、基本的には、被相続

人と兄が、各自に係る費用をそれぞれ負担していた」

事実も認定し兄は被相続人と生計を一にしていたとは

認められないと判断しています。 
 国税不服審判所が特例の適用を認めた部分は 1 階部

分の敷地に相当する部分のうち、弟の取得した部分で

す。 
 
 
 
 
 

 
家庭に特殊事情があるとしても、税務上このような

ケースに適用するのは難しいようです。「生計一」の見

方については東日本銀行コンサル NEWS №209 をご

覧ください。 

二世帯住宅の敷地に対する特例の適用 

平成 25 年度税制改正では、この特例の適用につい

て、中で行き来できない、いわゆる二世帯住宅で「同

居」と認められる範囲が広げられる形で「一棟の建物

（当該被相続人、当該被相続人の配偶者又は当該親族

の居住の用に供されていた部分として政令で定める部

分に限る。）」（租税特別措置法69条の4第3項2号イ）

とされました。租税特別措置法施行令 40 条の 2 第 10
項では、法が委任する部分につき、建物の区分に応じ

次のように規定しています。 
１号 被相続人の居住の用に供されていた一棟の建物が建物の

区分所有等に関する法律第一条の規定に該当する建物である

場合 当該被相続人の居住の用に供されていた部分 
２号 前号に掲げる場合以外の場合 被相続人又は当該被相続

人の親族の居住の用に供されていた部分 
 上記裁決事例で問題になったのは、「区分登記かつ構 
造上も独立している二世帯住宅」でした。これは平成 
25 年度税制改正により「同居」と認める範囲が広げら 
れた一棟の建物に含まれません。したがって上記裁決 
事例は、改正後でも特例適用の結果はそれほど変わり 
がなかったものといえそうです。  

区分所有建物と小規模宅地等の特例 

 兄居住 

弟居住 

弟取得 兄取得 

兄取得 弟取得 
特例 
適用 
 

兄居住部分に応ず

る敷地（点線） 

弟居住部分に

応ずる敷地

（実線） 

 作成 
税理士法人タクトコンサルティング 
株式会社タクトコンサルティング 

TEL 03－5208－5400 
URL  http://www.tactnet.com 

（※）本ニュース内容についてのお問い合わせ先 
 税 理 士  森 繁 之 助 

 

 
平成２９年５月９日 №２７４ 

 


